
持続可能な自治会運営のあり方について
負担軽減と担い手確保 OR 自助/共助/公助/委託の負担配分の見直し

1．人口統計と自治会アンケートで見る自治会の現状・課題・改善の方向性

①1980年から2045年までの人口推移と将来推計（REASAS分析）

②2020年の500mメッシュ別年齢別人口割合（e-Statより作成）

③自治会長の運営課題把握「自治会活動・運営の問題・お困りごと」（＠R3城陽市自治会アンケート）

④（参考）一般住民の世代別の町内会活動への課題認識 （＠2024年ふくい町内会サミットアンケート）

2．課題対応の方針と事例紹介（組織の運営改革と活動の負担軽減の見える化）

①住民生活を支える自助・共助・公助・委託による支援体制や負担配分を変える

②自治会の運営改革の見える化（40・50代の役員層獲得のための工夫）

③（日常）活動の負担軽減等の見える化（20・30・70代の加入者・参加者獲得のため）

2026年6月2日『城陽市自治会長研修会2026 』
田中志敬（福井大学国際地域学部）



①1980年から2045年までの人口推移と将来推計（REASAS分析）
l 2020年人口を100％とすると人口ピークの1995年は114％、10年後の2030年は90％

☑既に活動量を14％程度軽減できているか？ ☑今後活動量を10％程度減らす計画はあるか？
👉全盛期と比べて活動量を約25%削減（OR効率化する）見込みがないと自治会の負担増になる。

l 30, 920世帯のうち15, 902世帯が自治会に加入。加入率約51％にあたる（R7城陽市調べ）

☑加入率は、高くなっている・現状維持・減っている？ ☑未加入世帯対応を、する・しない？
👉加入率を昔同等に20%以上高めるOR活動量を45%減らさないと（OR効率化）自治会の負担増になる。

１．人口統計と自治会アンケートで見る自治会の現状・課題・改善の方向性
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②2020年の500mメッシュ別年齢別人口割合（e-Statより作成）
l エリア（自治会の立地）毎に人口規模と年齢構成が大きく異なる

☑東部・西部エリアは人口規模が小さく、高齢者の割合が高い≒集落生活維持課題エリア
👉自治会の維持運営自体が困難（①負担軽減②高齢者居住支援③公助支援強化の検討）

☑中央部エリアは人口規模が大きく、子育て層の割合も高い≒次世代育成継承課題エリア
👉自治会の世代継承が課題（①運営&活動効率化②活動ニーズ反映③担い手確保OR部分委託）



③自治会長の運営課題把握「自治会活動・運営の問題・お困りごと」（＠R3城陽市自治会アンケート）
l 運営課題＝①役員担い手不足②高齢化による活動支障③未加入・退会者大④参加者少⑤配布・集金

負担⑥住民関心低⑦行政・団体依頼多⑧活動マンネリ
l 取組改善＝①役員負担軽減②運営見直し③ニーズマッチ④情報発信⑤加入促進
👉集落生活維持課題エリア（元村・旧開発団地の課題と改善すべきこと

☑課題＝①役員担い手不足②高齢化による活動支障③高齢者の退会者大⑦行政・団体依頼多
☑改善＝高齢者向け①役員負担軽減②運営見直し③ニーズマッチ

👉担い手育成継承課題エリア（中心部・新開発団地）の課題と改善すべきこと

☑課題＝役員担い手不足③未加入者大④参加者少⑤配布・集金負担⑥住民関心低⑧活動マンネリ
☑改善＝ 共働子育層向け①役員負担軽減②運営見直し③ニーズマッチ④情報発信⑤加入促進

出典：城陽市市市⺠活動⽀援課
2024年『城陽市⾃治会ハンドブック2024』



課題認識

10
代

l 子ども・若者の立場から課題・ニーズの表明（若者向けの新規行事欲しいが負担は回避）

20
代

l 仕事との両立等のライフステージに起因する不満（仕事で余力無、ゴミ出し時間・回覧等の軽度の町内活動自体自体に負担感）
l 役員未経験や情報未受信が影響した自己都合・フリーライダー的な不満（会費支払い意義や使途不明の不満等の町内会参加意義
への疑問、ゴミ清掃等の役割担当を回避傾向）

30
代

l 共働き・（乳幼児）子育てとの両立等のライフステージに起因する不満が深刻化（子育て層に配慮した町内活動負担軽減無が不満）
l 役員経験が影響した、担い手として直面し大変だった現実的で具体的な課題・不満を感情的に主張（無駄な人足、だらだら会議、出
不足等の制裁の不合理・不効率な活動・運営への強烈な不満）

40
代

l 子どもが大きくなり、共働き・子育てとの両立課題は減少。
l 役員経験者が増えて、町内運営の具体的な課題についての問題意識を表出（役員固定化、役員負担偏り）

50
代

l 当事者目線で、町内運営の文化慣習ギャップや社会構造的課題、継続運営課題を俯瞰的に把握（新旧住民・世代間の価値観意見
相違・しこり・保守的、独居・空家・老朽化、関係希薄化・未加入者増・存続継続危機）

60
代

l これからの地域運営や自分の老年期のライフステージに起因する生活不安が少しずつ表出
l 少子高齢化等の地域変化を目の当たりにして、町内運営の継承や体質を諦観的・悲観的に憂慮（「一人暮らしの高齢者・女性単身
世帯・が増加」「少子高齢化・過疎化・住民減少・空き家・空き地・防犯・(神社・集会所・簡易水道の）老朽化・市街化調整区域・気が

かり」「年金・生活苦しい・町会費高い」「仕事・定年延長・役員できない」「古い考え・古臭い考え・独裁的・長老・昔の慣習・折り合い
つけにくい・新しいことを取り入れない・嫌」「若者いない・後継者いない・限界集落・存続・将来の自治維持・集落が存続できない」）

70
・
80

代

l 町内運営展望の厳しさ、高齢による活動継続の苦しさ、世代や新旧住民間の文化慣習ギャップをやや感情的に主張（「高齢者・自
治会役員負担大きい・町内運営に支障・町内会維持困難・奉仕作業辛い」「町内会の担い手がいない」「地区の区切りの見直し」「旧
態依然・保守的・男性長老・村八分・経験者が持論を強調」「新しい人がわからずに行動・他者との関わりを拒む・挨拶されない家

庭・ゴミ捨てルールを守らない・関係が薄いから参加しないというやから」「理不尽な発言・個人行動に走る人」）
6

④（参考）一般住民の世代別の町内会活動への課題認識（＠2024年ふくい町内会サミットアンケート）
👉担い手候補：【40代・50代・60代】➡地域配慮・担い手経験を重視する課題提示層向けの運営改革

l 町内会運営の担い手層で問題意識共通。客観的状況判断や中立的な立場から課題を把握
l ただし、問題意識醸成（40代）→客観的課題把握（50代）→諦観（60代）へと意識変化傾向
l 役員獲得のメインターゲットは40・50代で、自治会の運営改革の見える化（＝変更＋発信）
👉一般参加： 【20代・30代・70代】➡自己都合・ライフステージ重視による課題提示層向けの活動改善

l 自分の価値観やライフステージの状況から、やや主観的・感情的に課題提示
l ただし、20・30代（仕事・育児）と70代（心身虚弱）の直面する課題と改善ニーズはやや異なる
l 活動参加層20・30代（70代）へは、生活状況に配慮した活動の負担軽減の見える化



◼自治会活動と住民生活支援のあり方の根幹

① 自治会活動は、地域での住民生活を支える地域内の共助（生活の共同防衛）の体制として発足（自
然発生&行政補完組織）

② 基本的には、自助・共助・公助・[委託]の中で、時代・立地状況・住民特性・使用可能な資源・合意形
成状況に応じた支援体制や負担配分を選択すれば良い（日本では長らく自治会・町内会型を選択）

③ 地域内の居住世帯の特徴によって自助・共助・公助・委託の重視配分が変わる（若者・共働き・子育
て層・高齢者/独居層、無職/労働者[京都府内外］、所得階層、戸建て/共同住宅）

④ 例えば（東部・西部等の）人口減少や（中央部等の）地域内共助意識の希薄化等で運営・活動が立
ち行かない場合は、重視配分や（極論では）別の生活支援体制に代替することも可能（ただし、あま
り合理的ではない）

２．課題対応の方針・事例紹介（自治会の運営改革と活動の負担軽減の見える化）

①住民生活を支える自助・共助・公助・委託による支援体制や負担配分を変える

◼住民生活の支援体制配分の見直しパターン（立地特性により異なる）

（１）自助（個人や世帯）対応強化型
👈中心部の自立的な若者・共働き層が多い所👈共助の自治会活動負担を軽減

👈高齢者中心の集落👈他出家族からの支援強化（世帯状況に左右）
（２）共助・互助（近隣関係、地域住民組織・NPO）対応強化型
👈近隣に強力な自治会がある場合👈自治会合併
👈近隣にボランティア団体・学校がある場合👈協働

（３）委託（企業委託等の外部専門機関）対応強化型
👈事業者のマーケット対象者居住地域の場合👈企業スポンサー収入で運営
👈集落収入・積立金が潤沢で持続可能な場合👈代理管理者の委託

（４）公助（行政や３セク等の公的機関）対応強化型
👈高経年郊外住宅団地等で上記の代替策を望めない場合👈税金投入（財源限界有り）

生活

課題

自助

個人・世帯

委託

企業・事業者

サービス

公助

行政

３セク

共助

近隣関係

地域住民組織

ボランティア/NPO



②自治会の運営改革の見える化（40・50代の役員層獲得のための工夫）

■ポイント
①役員の役割・スケジュール・年間業務量を見える化（必須と＋αを区分して、余力がなければ必須のみ）
②業務の簡便化（各戸配布廃止、LINE等で周知・会議、会費徴収訪問廃止〔振込・総会時徴収・会長宅支払〕）
③引き継ぎ資料・文書雛形をデータで渡す（Word・Excelでデータ化する・アーカイブは画像化が楽）

④対面業務少ないデータ作成・情報発信系役員等の設置（平日参加が難しいサラリーマン系役職）

⑤議題・議事録を作成して、会議のスリム化・明確化（1時間未満・単純なものはメールや文書審議）
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                                     令和５年３月３０日 
日吉町北町内会の皆様 
                                     日吉町北町内会 
                                     会長  田中志敬 
                                     副会長 辺見桃子 
 

令和５年度第１回今熊野日吉町北 町内会総会について（ご案内） 
 
春陽の候、皆様におかれましては益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。 
日頃は、町内会活動等にご協力くださり誠に有難うございます。 
さて、令和５年度町内会総会を開催いたしたく、下記の通りご案内申し上げます。 
なお、ご都合のつかない場合は、前日までに委任状の提出と、令和 5 年度町内会費３，０００円の納付

を、令和５年度町内会会長 北 11 号地・田中までお願いいたします。議題等でご要望のある場合も、

田中までご連絡ください。 
 

記 
 
 
１．日時  令和５年４月９日（日）11：00～（11：45 終了予定） 
 
２．場所  新日吉神宮社務所 
 
３．議題  ①今熊野学区自治連合会自治会費等について 
      ②ゴミ箱について 
      ③その他 
                                      以上 

 
キリトリ 

 
委任状 

                              令和５年４月   日 
令和５年度町内会総会議決について、町内会長 田中志敬に委任します。 
 
      ご住所   京都市東山区今熊野日吉町 
      ご氏名                      印 
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☜導⼊の場合は

STEP１︓⾃治会でのアプリの使い⽅説明（⾃治会役員→⼀般住⺠）
STEP２︓⾼齢者向けのスマートフォン・タブレット講習
STEP３︓（財源があれば）⾮所有世帯へのタブレット端末の貸与
STEP４︓試験運⽤→本格運⽤

市⺠に⾝近なLINEアプリを導⼊した事例もあります。
出典：福井新聞
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出典：https://www.cpu-net.co.jp/product/yui-net/
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③（日常）活動の負担軽減等の見える化（20・30・70代の加入者・参加者獲得のための工夫）
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■ポイント
①明朗会計（使途不明金を作らない・繰越金や余剰金が常態化すると解消か会費減額）
②やりたくない（できない）活動は、極力やらなくて良い方法に切り替える
（例：ゴミネットからゴミカゴへ変更と、回収後すぐに畳まないといけないルール撤廃）
（例：防草シートで、草刈りの頻度やエリアを減らす）
③住民交流目的がメインの行事は、任意参加や都度の参加者負担に切り替える
（例：総会や行事後の懇親会＊一部を会費からの負担は合意形成可能）
④住民に共通する生活上の脅威・要望は、すぐに対処し成果を報告する（存在意義を納得）
⑤社会的弱者や次世代育成のサポートは、合意形成をした上で試みる（自治の根幹）

出典：https://prohearts-akiya.jp



15

空
き
巣
・
侵
⼊
窃
盗 

 

警
戒
中 

 

⽇
吉
町
北
町
内
会 



16


